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第第1313 交通死亡事故抑止活動交通死亡事故抑止活動

(1) 令和４年中の交通情勢

令和４年中における北海道の交通事故死者は115人で、前年と比べて５人減少しました。

人身交通事故の発生件数は8,457件で、前年と比べて153件減少しました。

負傷者数については9,785人と、前年と比べて187人増加しました。

区分 交通事故 交通事故 交通事故 車両保有 運転免許 自動車走行 道路実延長
年 発生件数 死 者 数 負傷者数 台 数

人 口
保有者数 キロ(単位千㎞) (単位㎞)

24年 14,973 200 18,048 3,686,291 5,474,216 3,381,279 35,365,988 90,805.8

25年 13,722 184 16,247 3,709,727 5,465,451 3,390,324 35,529,827 90,209.6

26年 12,274 169 14,571 3,731,386 5,441,079 3,393,085 35,995,563 90,322.1

27年 11,123 177 13,117 3,739,544 5,408,756 3,388,004 33,585,348 90,401.0

28年 11,329 158 13,489 3,759,846 5,376,211 3,380,691 33,878,028 90,413.6

29年 10,815 148 12,673 3,779,706 5,342,618 3,372,541 34,344,089 90,410.9

30年 9,931 141 11,494 3,790,896 5,307,813 3,362,940 34,776,819 90,456.8

令和元年 9,595 152 11,046 4,105,468 5,268,352 3,342,775 34,526,027 90,552.7

令和２年 7,898 144 9,043 4,105,573 5,226,066 3,325,828 30,749,011 90,674.2

令和３年 8,304 120 9,598 4,111,554 5,190,638 3,312,859 30,154,722 －

令和４年 8,457 115 9,785 4,125,003 5,148,060 3,298,964 － －

注１ 平成30年までの車両保有台数については原付等を含まず、各年12月末現在「国土交通省資料」によ

り、令和元年以降については原付等を含み、国土交通省統計資料「自動車保有車両数月報」（令和４年

12月末現在）によります。なお、ここに含まれている原付等の台数は、総務省統計資料「市町村課税

状況等の調（令和３年７月１日現在）によります。

２ 人口は各年１月１日現在「住民基本台帳人口要覧」によります。

３ 運転免許保有者数は、各年12月末現在の数値です。

４ 自動車走行キロは、バス、乗用車及び貨物車の走行距離の合計であり、国土交通省「自動車燃料消

費量調査」によります。

５ 道路実延長は、各年３月31日現在の国土交通省｢道路統計年報｣によります。

【道路交通環境比較】

道内の交通情勢を他都府県と比較すると

○ 面積が広大で、道路実延長が全国一長い

○ 道路の混雑度が全国一低い

等の特徴があげられます。

道 路 実 延 長 90,674.2km 全国１位

運転免許保有者数 3,298,964人 全国９位

車 両 保 有 台 数 4,125,003台 全国６位

混雑度（12ｈ） 0.42 全国47位

注１ 道路実延長は、高速自動車道を含み、令和2年３月31日現在

２ 運転免許保有者数は、令和４年12月末現在

３ 車両保有台数は、令和４年12月末現在で原動機付自転車及

び小型特殊を含む

４ 混雑度（12ｈ）は、平成27年度の数値
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(2) 交通事故発生状況

ア 第１当事者の違反別事故発生状況

イ 65歳以上ドライバーの交通死亡事故発生状況
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ウ 交通弱者の交通事故発生状況

(ア) 歩行者の違反別死傷者状況

(イ) 自転車利用者の違反別死傷者状況

エ 交通事故死者のシートベルト着用状況

自動車運転・同乗者の死者(48人)のシートベルト着用の有無

非着用者17人

着用していれば助かった 死 亡

可能性がある者 回 避

運転者 同乗者 計 可能率

11人 ４人 15人 88.2％
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(1) 高齢者対策

ア 現状

令和４年中の高齢者が第１当事者となる交通事故の発生件数は2,343件で、全事故の約28

％を占めており、事故の類型別発生状況については、高齢者の出会い頭による事故が510件

で、全事故の約22％を占めています。また、追突による事故も474件と全事故の約20％を占

めています。

一方で、高齢者が被害者となる交通事故の発生件数についても、傷者数が1,298人と全傷

者に占める割合が約13％、死者数が63人と、全死者に占める割合が約55％となっているこ

とから、関係機関・団体等と連携を図りながら、高齢運転者・高齢歩行者の両面に対する

交通事故抑止対策を推進しました。

イ 高齢運転者対策

(ア) 複数回事故当事者に対する指導

一定期間に複数回交通事故を起こした高齢運転者に対して、警察官がＳＤＳ（シルバー

・ドライバーズ・サポート）プログラムに基づき、交通安全に関する個別指導を行い、

交通事故抑止に努めました。

(イ) 交通安全教育車（ほくと号）を活用した教育

加齢に伴う身体機能の変化が運転に及ぼす影響等

を理解してもらうため、関係機関・団体と連携し、

様々な運転模擬体験をすることができる交通安全教

育車（ほくと号）のドライビングシミュレータを使

用した参加・体験・実践型の交通安全教育を全道各

地で実施しました。
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(ウ) 安全運転サポート車の普及啓発

自動車学校や自動車ディーラー等と連携し、自動

ブレーキや誤発進防止等の先進安全技術を搭載した

安全運転サポート車の試乗会を開催し、その効果や

有効性について周知拡大を図りました。

ウ 高齢歩行者対策

(ア) 高齢者宅訪問活動

民生委員児童委員や地域交通安全活動推進委員と

連携して高齢者宅を訪問し、交通事故の発生現状や

反射材の着用効果等を直接伝える活動を推進しまし

た。

(イ) 資機材を活用した参加・体験・実践型教育

高齢者を対象として、危険予測シミュレータ等の

資機材を活用し、歩行時や道路横断時の危険予測、

交通事故防止について、参加・体験・実践型の交通

安全教育を実施しました。

(2) 飲酒運転根絶対策

平成27年に「北海道飲酒運転の根絶に関する条例」が施行されてから７年が経過するも、い

まだ飲酒運転による検挙者が後を絶たないことから、今一度道民の飲酒運転根絶に向けた意識

の高揚を図るべく、関係機関・団体と連携を密にして、各種広報啓発を展開しました。

ア ７月13日「飲酒運転根絶の日」決起大会

「北海道飲酒運転の根絶に関する条例」で定められ

た７月13日の「飲酒運転根絶の日」に、関係機関・団

体と連携した決起大会を実施して飲酒運転根絶の気運

を高めました。

イ 飲酒運転根絶キャンペーンの推進

「飲酒運転をしない、させない、許さない、そして

見逃さない」を合い言葉に、関係機関・団体等と連携

し、歓楽街や商業施設等において、啓発品を配布する

などして、飲酒運転根絶について呼びかけました。
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ウ 飲食店訪問活動

飲酒の機会が増える時期等において、関係機関・団

体等と連携し、飲食店を個別訪問して啓発品の配布や

ハンドルキーパー運動への参加を呼びかけるなど、飲

酒運転根絶に関する協力を依頼しました。

エ 「飲酒運転ゼロボックス」の活用

北海道警察ホームページに飲酒運

転情報専用のメールボックス「飲酒

運転ゼロボックス」を設置して飲酒

運転に関する情報を受け付け、飲酒

運転の検挙等に活用しています。

(3) 情報発信及び広報啓発活動

警察が保有する交通安全・交通事故の情報をより早く、より広く発信して、道民に交通事

故の発生や交通事故を起こさないための注意点等をタイムリーに発信して、交通安全意識の

高揚と交通事故の抑止を図りました。

ア 北のひろめーる

インターネットメールを活用し、配信希望者に対し

て交通事故発生情報等をタイムリーに配信し、交通安

全意識の高揚を図っています。

イ ツイッターの運用

「北のひろめーる」と同様に、ツイッターでも交通

安全に関する情報を提供しています。

公式アカウント名：（「北海道警察本部交通部＠HP_koutuu」）

ウ 交通安全アドバイザー制度

北海道内のテレビ、ラジオ局のアナウンサーやコミ

ュニティＦＭのパーソナリティ等約140名の方を「交通

安全アドバイザー」に委嘱して、番組内で交通安全情

報を呼びかけるなどの広報活動を実施していただきま

した。
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(4) 総合的な交通安全活動

ア 期別の交通安全運動

春・夏・秋・冬の４期40日の交通安全運動や「道民交通安全の日」、「自転車安全日」等

に、北海道や自治体をはじめとする関係機関・団体、地域住民とともに交通安全活動を推

進しました。

イ その他各種啓発活動

(ア) チャレンジ・セーフティラリー

交通事故が多発する夏から秋にかけて、北海道内

の運転免許保有者がグループ又は個人で参加し、無

事故・無違反を目指すことで、交通安全意識の高揚

を図ることを目的としています。約15万人の方が参

加し、無事故・無違反を目指しました。
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(イ) 自転車事故防止

スタントマンが交通事故を再現し、自転車事故の

危険性を直視させる「スケアード・ストレイト教育

技法」による自転車教育を実施して、自転車事故の

危険性を訴えかけたほか、北海道自転車条例に基づ

き、乗車用ヘルメットの着用や、保険等の加入促進

等、条例の趣旨についても広報しました。

※ 令和５年４月１日から道路交通法の一部改正に

より、全ての自転車利用者の乗車用ヘルメット着

用が努力義務となっています。

(ウ) 著名人による交通安全メッセージ動画の制作

スポーツ選手等の著名人を活用した交通安全に関

するメッセージ動画を制作し、街頭ビジョンで放映

したほか、交通部ツイッターやYouTubeでも配信して

広報しました。

(1) 分析に基づいた交通指導取締り

交通事故の実態や、住民の要望等を勘案した上で取締り計画を策定し、計画に沿って取締

りを実施した後、効果を検証して新たに取締方針を策定するといったＰＤＣＡサイクルによ

り、速度、交差点違反等の悪質・危険な違反の指導取締りを推進しました。

○ 令和４年中の交通取締り件数

歩行者 通 行 信 号 一時
違反別区分 総数 無免許 飲酒 速度

妨 害 区 分 無 視 不停止
駐停車 その他

149,332 477 705 41,259 4,174 513 12,311 29,890 24,514 35,489取締件数（件）

また、速度抑制による交通事故の抑止と被害軽減を図るため、速度規制、速度取締り、

交通安全教育等の総合的な対策を推進するに当たり、道内における過去５か年の交通事故

実態を基に、北海道警察の基本的な考え方とその方向性を速度管理指針として、また、速度

管理指針の考え方に基づき、警察署及び高速道路を管轄する所属ごとに、管内の交通事故

実態の分析結果等を踏まえ、重点的に速度取締りを行う路線、時間帯等を速度取締指針とし

てホームページ等で公表しています。
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(2) 飲酒運転の取締り

飲酒運転の取締りをより強力に推進するため、全道一斉

の飲酒運転取締り日を設定するなどして、検問やパトカー

による飲酒運転の取締りを徹底しました。

【検問による飲酒運転の取締り】

(3) 自転車利用者への指導取締り

自転車利用者の法軽視は、交通の安全と円滑を阻害させ

るほか、交通事故の被害者となり、また、加害者ともなる

危険性が高いため、自転車利用者による交通違反に対し、

指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対して

は、検挙しました。

【自転車利用者に対する指導取締り】

(1) ひき逃げ事件等の実態

ひき逃げ事件は、交通事故の中でも特に悪質な事件です。事件の発生直後に多くの警察官

やパトカーによる逃走車両の検索、綿密な鑑識活動等を行って、逃走車両を発見し、被疑者

を検挙しています。令和４年中の死亡・重傷ひき逃げ事件の検挙率は87.9％となっており、

うち死亡ひき逃げ事件は５件中３件を検挙しています。（死亡ひき逃げ事件については、令和

５年５月現在で全件検挙。）

また、危険運転致死傷等については18件を検挙しています。

○ 交通事故が発生した場合の措置

交通事故が発生した場合、交通事故の当事者には、道路交通法で「負傷者の救護、二次

事故等の危険防止措置、警察への通報」が義務付けられており、これを怠った場合は、い

わゆる「ひき逃げ事件」(又は「あて逃げ事件」)となり、重く処罰されます。
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(2) 交通特殊事件の検挙状況

交通事故を偽装した保険金詐欺事件や交通事故に絡む故意犯

罪、自動車交通についての各種規制に係る文書偽造事件等の交

通特殊事件に対して、道路交通法令のみならず、各種法令を多

角的に適用した捜査を行っています。

また、いわゆる「あおり運転」についても、妨害運転罪等を

適用した捜査を行っています。

【令和４年中の主な検挙状況】

種 別 交通関係保険金 文書の偽変造事件 妨害運転事件 貨物自動車運送

区 分 詐欺事件 事業法事件

件 数 (件) ６ 15 ８ ５

(3) 令和４年中の主な交通特殊事件の検挙事例

《事例１》「あおり運転」を端緒とした連続保険金詐欺事件

札幌市内やその近郊において、あおり運転を敢行したうえ、交通事故被害者を装って保険金

を騙し取った夫婦を、詐欺及び妨害運転で検挙しました。

（交通捜査課、中央署、南署、苫小牧署）

《事例２》貨物自動車運送事業法違反事件

他社と運送許可名義の貸借を行い、無許可で貨物運送事業を経営した自動車整備会社社長ら

２人を白トラ事件等で検挙しました。 （交通捜査課、江別署、函本交通課、八雲署）

《事例３》吹雪による視界不良の多重衝突事故

函館江差自動車道において、吹雪による視界不良により、100台以上に及ぶ車両が関係する多

数の死傷者を伴う多重衝突事故が発生し、広範囲の緻密な実況見分や綿密な現場活動等を実施

して事故原因を究明し、関係被疑者を送致しました。（交通捜査課、函本交通課、函館中央署）

(4) 暴走族対策

近年、特攻服の着用やグループ旗を掲げるなどしながら暴走行為を敢行する従来型の暴走

族の活動は確認できず、少人数によるゲリラ的な暴走行為や違法改造車両によるドリフト行

為、古い年式の自動車等の愛好家を標ぼうした「旧車會」と呼ばれるグループによる暴走行

為まがいの悪質・危険な違法行為が確認されています。

そこで、北海道警察本部及び各方面本部では、「暴走族取締作戦室」を設けて各警察署と

連携を図り、週末や休日前日等を中心とした取締り、暴走族の動向や110番等の情報分析に

基づく走行時間や場所を予測した取締り等を実施して、暴走行為の徹底検挙に努めています。

【令和４年中の暴走行為等に対する主な取締状況】

違 反 別 道路交通法 道路運送車両法 暴走族根絶条例 合 計

件 数 (件) 24 ２ ２ 28
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(5) 令和４年中の主な暴走族の検挙事例

《事例１》北海道暴走族の根絶等に関する条例違反事件

石狩市内の石狩湾新港地区において、普通乗用自動車で急発進や急転回させて、著しい排気音や

騒音を発生させる行為等をした者を北海道暴走族の根絶等に関する条例違反で検挙しました。

（北署）

《事例２》道路運送車両法（番号表示義務）違反事件

函館市内において、車両番号標（ナンバープレート）を跳ね上げ状態にして、他から判読で

きないように隠匿して自動二輪車を運転した者を道路運送車両法違反で検挙しました。

（函館中央署）

(1) 交通安全施設等の整備状況 【道内の主な交通安全施設の整備状況】

交通の安全と円滑を確保するため、信号機、道路標 交通信号機 約１万3,000基

識等の交通安全施設の整備を進めています。 道 路 標 識 約45万9,000本

また、最高速度、駐車禁止等の交通規制や、歩行者 （令和５年３月末現在）

の青信号時間延長等について計画的に見直しを行い、 【主な交通安全施設】

交通実態の変化等に即した交通規制を推進しています。

【交通信号機】 【道路標識】

(2) 生活道路対策

市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行

を確保するため、ラバーポールなどの物理的デバイス

を組み合わせたゾーン30プラス等を整備しているほ

か、見やすく分かりやすい高輝度の道路標識・道路標

示の整備や信号灯器のＬＥＤ化等の施策を推進してい

ます。 【令和５年３月末現在、全道で

ゾーン30を161か所整備】

(3) 「標識ＢＯＸ」、「信号機ＢＯＸ」の開設

警察では、道路標識・標示や交通規制、交通信号機について

道民から広く意見・要望を求め、改善などの参考とするための

窓口「標識ＢＯＸ」、「信号機ＢＯＸ」を開設しています。

標識、信号機が見えにくい、交通規制の内容が分かりにくい

などお気づきのことがありましたら、御意見、御要望をお寄せ
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ください。

(4) 交通管制センター

交通管制センターは、警察本部及び各方面本部に設置され、道路交通情報を収集して交通

状況に合わせて信号機を遠隔操作し、交通流・交通量を制御しています。

また、収集した道路交通情報を、交通情報板や道路交通情報センターを通じたラジオ放送

により提供しています。

交通管制センターでは、高度道路交通システム（ＩＴＳ）を実現するため、個々の車両と

双方向通信のできる光ビーコンを整備・運用し、「新交通管理システム（ＵＴＭＳ）」を推進

しています。北海道警察の行っているＵＴＭＳには、ドライバーに対し、カーナビを通して

リアルタイムで交通情報を提供する「交通情報提供システム」、札幌市内の国道36号には、バ

ス専用レーンにおける「公共車両優先システム」、札幌市、函館市、旭川市、釧路市、北見市

において救急車等の緊急車両を優先的に通過させる｢現場急行支援システム｣などがあります。

(1) 各種運転免許業務

新たに運転免許を受けようとする者に対して運転免許試験を実施するほか、運転免許を更

新する者や行政処分を受けた者に対する運転者教育（各種講習業務）等を行っています。

令和４年12月末現在、北海道内の運転免許保有者数は329万8,964人で、全体としては減少
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傾向にありますが、このうち65歳以上の高齢者は84万2,691人と全体の約25.5％を占め、増加

傾向にあります。

【年齢区分別運転免許保有者数（北海道内）】 令和４年12月末

20歳 25歳未満 25歳～ 30歳～ 60歳以上 65歳以上 70歳以上 75歳

年齢区分 未満 (20歳未満 29歳 59歳 (65歳以上を (70歳以上 (75歳以上 以上 合 計

を含む) 含む) を含む) を含む)

保有者数 27,577 198,070 191,322 1,772,446 1,137,126 842,691 558,752 265,733 3,298,964

占 有 率 0.84% 6.00% 5.80% 53.73% 34.47% 25.54% 16.94% 8.06% 100%

前 年 比 95.77% 99.21% 98.19% 98.86% 101.04% 101.01% 103.73% 107.24% 99.58%

増 減 -1,217 -1,573 -3,536 -20,508 +11,722 +8,407 +20,084 +17,944 -13,895

(2) 安全運転相談

安全運転相談ダイヤル＃8080（シャープハレバレ）を開設し、運転に不安を感じる高齢運

転者やその家族から積極的に相談を受け付け、加齢に伴う身体機能の低下を踏まえた安全運

転の継続に必要な助言・指導や、自主返納制度及び自主返納者に対する各種支援施策の教示

等を行いました。

【運転免許証自主返納件数（北海道内）】

年 別 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

全年齢 5,338 8,074 10,400 14,354 14,103 21,646 20,600 19,714 17,150

内65歳以上 4,973 7,566 9,749 13,599 13,553 20,674 19,458 18,636 16,270

内75歳以上 2,427 3,505 4,797 8,432 9,603 12,496 10,613 9,955 9,654

(3) 高齢運転者対策

ア 高齢者の運転免許証の更新制度

(ア) 70歳から74歳までの方

運転免許証の有効期間が満了する日における年齢が70歳から74歳の方が運転免許証を

更新する際は、更新手続の前に高齢者講習を受講する必要があります。

(イ) 75歳以上の方

運転免許証の有効期間が満了する日における年齢が75歳以上の方が運転免許証の更新

をする際は、運転免許証の有効期間が満了する日より前の６か月以内に認知機能検査と

高齢者講習を受けることが義務付けられています。

令和４年５月13日から、認知機能検査が従来よりも簡素化されており、認知症でない

旨の医師の診断書を提出した場合等には認知機能検査の受検が免除されるほか、一定の

違反歴がある方は、運転技能検査を受検する必要があります。



- 88 -

75歳以上の方の免許更新手続の流れ

※１ 一定の違反

信号無視、通行区分違反、通行帯違反等、速度超過、横断等禁止違反、

踏切不停止等・遮断等踏切立入り、交差点右左折方法違反等、

交差点安全進行義務違反等、横断歩行者等妨害等、安全運転義務違反、携帯電話使用等

※２ 認知機能検査

運転に必要な記憶力・判断力を簡易に検査するものです。（30分間）

※３ 運転技能検査

75歳以上で、過去３年間に信号無視などの一定の違反歴がある方は、運転技能検査に

合格しなければ、運転免許証の更新を受けることができなくなります。

※４ 高齢者講習

認知機能検査の結果にかかわらず、実車指導を含む２時間の講習を受講します。

普通自動車を運転することができる運転免許を保有していない方と運転技能検査の対

象の方は実車指導が免除されます。

【警察署での認知機能検査実施状況】

過去３年間に

一定の違反※１

な し

過去３年間に

一定の違反※１

あ り

認知機能検査※２

認知症の

おそれなし

認知症の

おそれあり

運転技能検査 ※３

（検査項目）

・指示走行速度 ・一時停止

・右折左折 ・信号通過

・段差乗り上げ

高齢者講習※４
・実車指導

・運転適性検査

・講義

公安委員会が指定す

る医師の診断又は主

治医等の診断書

認知症ではない

認知症と診断

更 新

更新期間まで

合格しない

運 転免 許

取 消し 等

運転免許証

更新せず

運転免許試験場や自動車教習所が所在

しない地域に住む高齢運転者の利便性を

向上させるため、全道の各警察署におい

ても認知機能検査を実施しています。



- 89 -

イ サポートカー限定免許制度

運転に不安を感じる方に対して、運転免許証の自主返納という選択肢だけではなく、よ

り安全なサポートカー（一定の要件を満たす衝突被害軽減ブレーキ等の安全運転支援装置

を備えた普通自動車）に限って運転を継続するという制度です。

なお、サポートカー限定免許の申請は、運転者からの申出によりいつでも行うことがで

きます。

(4) 運転者の危険性に応じた行政処分の実施

道路交通上の危険を防止するため、交通違反を繰り返す運転者や重大な交通事故を起こし

た運転者のほか、安全運転に支障を及ぼすおそれがある認知症やてんかんなどの「一定の病

気」に該当する運転者などに対し、運転免許の取消しや停止等の行政処分を行っています。

また、飲酒運転をしようとする者に車両を提供又は飲酒運転車両に同乗した場合や、いわ

ゆるあおり運転等に起因するトラブルが暴行、傷害等に発展した場合なども、行政処分を行

うこととしています。

○ 行政処分執行状況

年

区分
平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

総数（件） 10,476 9,136 8,283 7,806 5,791

取消し 1,311 1,483 1,370 1,317 1,281

停止 9,165 7,653 6,913 6,489 4,510

○ 一定の病気等の行政処分執行状況

年

区分
平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

総数（件） 644 742 672 795 744

取消し 354 408 352 435 426

停止 290 334 320 360 318

※上記の各年件数は、行政処分執行状況の件数に含まれています。
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逃げ得を許さない

東警察署 地域課 巡査部長

交通警察の責務は、交通死亡事故の根絶を図るため、各種

交通違反の取締り、昨今重大な問題として注目されている高

齢運転者対策、効果的な交通啓発活動の計画、実施等、多岐

に渡ります。

私が主に担当している交通事故事件捜査の中で、最も重要な業務として力を注いでいる

のは悪質なひき逃げ事件の捜査です。

ひき逃げ事件については、時間が経てば経つほど現場資料は散逸して逃走車両に繋がる

資料の入手は困難になるほか、通過車両のドライブレコーダー映像入手や、事故時の犯人

のアルコール類等の摂取の有無及び薬物使用の立証等も困難になります。

また、犯人による事故車両の投棄等の証拠隠蔽工作や知人による身代わり出頭が容易と

なるため、いかに早期に効率的な捜査ができるかという点で、時間との戦いになります。

ひき逃げ事件は、被害者に対し肉体的苦痛を与え、さらには精神的苦痛、金銭的問題等

を引き起こす重大かつ悪質な事案であり、決して許されるものではありません。

事案によっては、捜査資料が非常に乏しく捜査が難航する場面も少なくありませんが、

何としても検挙するんだという強い気概を持ち、捜査員全員で知恵を出し合って犯人を追

い詰めています。

これからも多くのひき逃げ犯人を検挙し、被害者に良い報告ができるよう、全力で捜査

にあたりたいと思います。


